
第５次生駒市総合計画 進行管理検証   143財政

1

4

3

①

②

③

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

20 3.9% 5.4% 5.4 36 7.4% 10.3% 10.3

48 9.4% 13.0% 9.8 103 21.1% 29.4% 22.1

167 32.6% 45.3% 22.6 150 30.7% 42.9% 21.4

81 15.8% 22.0% 5.5 40 8.2% 11.4% 2.9

53 10.4% 14.4% 0.0 21 4.3% 6.0% 0.0

120 23.4% 123 25.2%

23 4.5% 16 3.3%

512 100.0% 489 100.0%

369 100.0% 43.3 350 100.0% 56.6

設問③

件数 比率

27 5.4% 7.4% 7.4

74 14.8% 20.4% 15.3

172 34.3% 47.4% 23.7

55 11.0% 15.2% 3.8

35 7.0% 9.6% 0.0

115 23.0%

23 4.6%

501 100.0%

363 100.0% 50.2

社会保障費増大に対応し、かつ投資的経費も賄える強い財政運営が確立されている。

財政指標が健全な状態である。

現在必要な事業は確実に執行しつつも、将来世代への借金が極力抑制されている。

そう思わない

無回答

社会保障費増大に対応し、かつ投資的経費も賄える強い財政運営が確
立されている。

得点評価

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

どちらとも言えない

財政指標が健全な状態である。

現在必要な事業は確実に執行しつつも、将来世代への借金が極力抑制
されている。

まちづくりの目標

財政

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

施策の大綱

基本施策

健全で効率的な行財政運営の推進

そう思う

得点評価回答

総数

全設問の平均

有効回答数

回答 得点評価

４年後   

どちらかというとそう思う

回答

総数

どちらかというとそう思わない

わからない

どちらかというとそう思わない

わからない

総数

有効回答数

無回答

そう思わない

どちらとも言えない

そう思う

そう思う

どちらとも言えない

そう思わない

無回答

有効回答数

どちらかというとそう思う

50.0
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第５次生駒市総合計画 進行管理検証   143財政

２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

②１

件数 比率

113 22.1% 24.0%

166 32.4% 35.2%

91 17.8% 19.3%

63 12.3% 13.4%

38 7.4% 8.1%

41 8.0%

512 100.0%

471 100.0%

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

回答 得点評価

法律・条例等のルールを守ることで、ルール違反に伴う事務や違反対策
に係る無駄な行政コストを増やさないようにしている。

指標名

実績値

全く取り組んでいない

取り組んでいる

総数

この指標について 指標の動向

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

実績値目指す値

目指す値

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

十分取り組んでいる 24.0

無回答

26.4

0.0

2

財政
課

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

1

3

財政
課

目標が未達成（ｃ以下）の場合の理由

実績値

目指す値

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

指標の把握方法（数値の出所）

地方財政状況調査（１年毎）

指標の把握方法（数値の出所）

地方財政状況調査（１年毎）

指標の把握方法（数値の出所）

地方財政状況調査（１年毎）

財政
課

あまり取り組んでいない 3.3

少し取り組んでいる 9.7

有効回答数 63.4

H26

2.8

経常収支比率
（％）

実質公債費比
率（％）

市債残高［普
通会計ベー
ス］（億円）

市の財政構造の弾力性を表す財政指標
で、数値が低いほど弾力性が高いことを
表します。
職員定数の適正化による人件費の抑制
や、行財政改革による物件費、補助費等
の削減、市債の繰上償還等により、比率
を抑えることを目指します。

公債費（借金の返済金）による財政負担
の健全度を表す財政指標です。
市債の借入れを厳選してきたことにより、
類似都市の水準を下回っていますが、今
後も市債の借入れを極力抑え、健全な
財政運営を図ります。

市の借入残高。
繰上償還などにより、財政の健全化を図
ります。

H26

184

H26

204

86.2

H26

90.2

H26

H26

1.8

89.2 

89.1 
90.2 

90.5 
93.0 

94.4%

以下95.5 

90.2 
92.4 

85.8 86.2
80

90

100

110

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

203

196 204 207

201

約195億円

以下
256 240 

220 203 
192 184 

0

100

200

300

400

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

4.7 4.1 

2.8 
2.2 2.0 

3.0%

以下

5.0 4.5 4.8 4.7 

3.7 
1.8 

0

2

4

6

8

10
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４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

財政課

財政課

企画政
策課

企画政
策課

企画政
策課

企画政
策課

①4 収税課

②1 財政課

③1 財政課

③2 財政課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

中期財政計画作成 財政の健全化を確保しつつ、持続可能な
財政運営を行うため、今後５ヵ年の一般財
源収支や経常収支比率、市債残高や積立
基金残高などを試算している。なお、計画
は毎年ローリング方式で見直している。

前年度に引き続き、平成２７年度予算編成
においても実施した。

ネーミングライツ事業を制度化した。これを
受けて生駒北スポーツセンターで本市初
のネーミングライツが導入された。
実績：１件（HOS生駒北スポーツセンター）

地方財政状況調査（決算統計）の精度を
高め、より正確な数値を算出している。

①3

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 50.0

A

H25,H26とも３指標の実績値は目標を上回っており、更にH26策定の「中期財政計画」に
おいても、H29まで３指標ともクリアできる見込みである。
ゆえに、目指す４年後のまちの姿である「社会保障費増大に対応し、かつ投資的経費も
賄える強い財政運営の確立」、「財政指標が健全な状態」、「現在必要な事業は確実に
執行しつつも、将来世代への借金が極力抑制」の３つが現段階でも十分実現されている
と判断した。

指標

財源が許す限り、積極的な繰上償還を実施
します。

指定管理者制度の導入施
設の拡充

指定管理者のサービス水準を、確認・評価
する制度を継続的に運用し、市民満足度
の向上につなげることを目指した。
全指定管理施設においてモニタリングが
実施され、その結果を市ホームページで
公表した。

行政改革の推進や新規・主要事業のヒアリ
ングなどを通じて、事業の有効性や効率性
を評価し、事業の効率化を図ります。

後期行動計画の取組として、指定管理者
制度導入施設のモニタリング制度を導入し
た。行政改革推進委員会において平成25
年度分の検証が行われた。

民間事業者の活力を積極的に活用しなが
らサービスの向上を図るとともに、業務の効
率化を推進します。

新規事業等ヒアリングの実
施

民間委託の範囲の拡充

新たな納付環境としてペイジーを導入する
ため、平群町と共同し、奈良県から奈良モ
デル推進補助金の交付を受け、平成２７年
４月１日運用実施に向けた環境整備に努
めた。
（平成27年3月）

前年度 A

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

歳出抑制による決算剰余
金の予算額以上の捻出

全ての指標が目標値を
達成している

普通交付税算入率の高い
優良起債の活用

平成２６年度借入分で算入率の高い（８
０％）起債例・・・全国防災事業（生駒台幼
稚園改築事業）

平成２６年度決算における決算剰余金（実
質収支）・・・１９億１５００万円
平成２６年度最終予算額・・・１５億５００万
円

市債の借入に際しては、交付税算入のある
優良起債に限り、また償還年数も原則10年
とします。

①1 効率的な投資の見極めにより、公共事業な
どに伴う市債の発行を最小限に抑え、長期
的な観点からコストの削減を図ります。

①2

一般財源による枠配分予
算の実施

新規・主要事業調書により各課が提案した
事業についてヒアリングを行い、次年度予
算の編成に反映させた。

行政改革大綱後期行動計
画の推進

市民の役割分担 63.4

行政の４年間の主な取組 計画を上回る進捗状況

納税環境を整備することにより、さらなる市
民の利便性と納税意識を高めるとともに、税
収確保を図ります。

ペイジーの導入

財政の現状と課題を分析し、無駄を省くこと
を基本に財政指標を健全なレベルに導き、
維持します。

経常収支比率、実質公債
費比率等の財政指標のより
正確な算出

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

行政で検証した進捗度
についての意見

進捗度
（審議会）

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   144職員・行政組織

1

4

4

①

②

③

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

16 3.1% 4.6% 4.6 31 6.3% 8.3% 8.3

45 8.8% 12.9% 9.7 88 18.0% 23.5% 17.6

175 34.2% 50.3% 25.1 185 37.8% 49.3% 24.7

60 11.7% 17.2% 4.3 42 8.6% 11.2% 2.8

52 10.2% 14.9% 0.0 29 5.9% 7.7% 0.0

141 27.5% 99 20.2%

23 4.5% 15 3.1%

512 100.0% 489 100.0%

348 100.0% 43.8 375 100.0% 53.3

設問③

件数 比率

22 4.4% 5.5% 5.5

87 17.4% 21.9% 16.4

180 35.9% 45.2% 22.6

54 10.8% 13.6% 3.4

55 11.0% 13.8% 0.0

80 16.0%

23 4.6%

501 100.0%

398 100.0% 47.9有効回答数

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

総数

そう思う

どちらとも言えない

そう思わない

無回答

有効回答数

回答

そう思う

どちらとも言えない

そう思わない

無回答

有効回答数

回答

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

総数

そう思う

どちらとも言えない

そう思わない

無回答

職員が能力を向上・発揮して業務を遂行している。

回答

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

総数

社会情勢に合った柔軟な組織になっている。

得点評価

全設問の平均 48.3

施策の大綱

基本施策

４年後   

得点評価

健全で効率的な行財政運営の推進

職員・行政組織

まちづくりの目標 市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

少数精鋭で効率的・効果的な組織体制となっている。

社会情勢に合った柔軟な組織になっている。

職員が能力を向上・発揮して業務を遂行している。

少数精鋭で効率的・効果的な組織体制となっている。

得点評価

［資料１］
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２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

①2

件数 比率

11 2.2% 2.4%

26 5.3% 5.6%

58 11.9% 12.4%

159 32.5% 34.0%

214 43.8% 45.7%

21 4.3%

489 100.0%

468 100.0%

1

185,000

人事
課

H27

目指す値

188,000

実績値

この指標について

2

指標名

職員１人ひとりのコスト意識が浸透すること
により、総額的に時間外勤務手当を削減
することを目標とします。

指標の動向

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

時間外勤務手
当の推移（千
円）

指標の把握方法（数値の出所）

時間外手当支払額を集計

実績値

H26

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

H26

市職員の応対や組織運営等に対する要望を市役所に伝えている。

回答 得点評価

3
実績値目指す値

H26

プロジェクト
チームによる
事業実施件数
［累計］（件）

消防改革PT
Junp up 女性会
シティプロモーションPT

企画
政策
課

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

指標の把握方法（数値の出所）

H26

6

十分取り組んでいる 2.4

プロジェクトチームを設置して行った事業
の件数の累計。
年度毎に1件を目標とします。

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

826

8

人事
課

821

目指す値

H27

指標の把握方法（数値の出所）

地方公共団体定員管理調査

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

４月１日現在の常勤の一般職の職員数
（臨時・嘱託職員を除く。）
生駒市定員適正化計画の目標値（平成22
年　906人）を踏まえ、人口1,000人当たり
の職員数を6.8人程度で維持することとし、
効率的な人員配置を行うことで職員数の
削減を目指します。

市の職員数
（人）

あまり取り組んでいない

取り組んでいる 4.2

少し取り組んでいる

8.5

6.2

総数

有効回答数

0.0

無回答

全く取り組んでいない

21.2

5 
6 

7 
8 

9 

2 

8 

0

2

4

6

8

10

H24 H25 H26 H27 H28 H29

826

826 822 807907
875 861 848 828 821

600

700

800

900

1,000

H21 H22 H23 H24 H25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

209,464 
188,000 

208,000 

207,000 

191,000 

293,825

269,376

248,279

198,651 185,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 人事課

①2 人事課

②1 人事課

②2 人事課

③1 企画政
策課

③2 企画政
策課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

各部課間をまたがる行政課題に対応するた
め、理事者及び部長級で組織する検討会
議の運営や、プロジェクトチームの設置など
調整機能を充実します。

プロジェクトチームの設置促
進

市を上げてシティセールスに取組むため
部課をまたがるシティプロモーション推進
プロジェクトチームを立ち上げ、チームで
の検討を経て、定住促進バスツアー及び
子育てアプリ開発提案プロジェクトが所管
課により実施された。また、生駒市女性の
躍進支援チームとして「Jump　Up　女性
会」を設置するとともに、特定の課題解決
のために理事者や部長を含む消防改革プ
ロジェクトチームを設置し、検討会議を開
催した。

優秀な人材の確保に向け、新規職員採用
試験説明会の開催、採用試験内容や方法
の見直し等を実施することにより、受験者の
拡大を図り、人物重視の視点から職員を採
用します。

市民ニーズや時代の変化を的確に捉えな
がら、効率的で柔軟な組織体制の構築と意
思決定の迅速化を図ります。

効率的な組織に関する情報
収集

他自治体の情報収集を行うとともに、迅速
で効果的な情報発信を行うため秘書課と
広報広聴課を統合し、新総合事業に対応
するため従来の所掌事務を見直して高齢
施策課等に改編し、柔軟で機動力のある
体制構築のため下水道関連２課を統合し
た。

職員の政策形成能力や問題解決能力など
を向上させるため、多様な研修機会を提供
するとともに、自己啓発への助成などを実
施し、職員の意識改革と一層の能力向上を
図ります。

職員研修の充実 各分野で活躍されている生駒市に縁のあ
る方を講師として職員自己啓発研修(オン
リーワン講座）を継続的に実施。
関係する自主研究グループ支援制度の啓
発と取り組みへのサポートを実施。

新たな昇格・昇給制度の導入により、効率
的な組織体制の構築を図るとともに、事務
事業の見直し、民間活力の積極的な導入、
再任用制度の運用など、職員定数の適正
化により少数精鋭の組織をめざします。

人事評価制度の全職員への
導入

平成26年度に人事評価制度を全職員に
導入。
人事評価制度の円滑な運用の実施のため
人事評価システムの改修を行った。

職員採用の充実 技術系職員の申込者数について平成26
年度以上を目指す。
平成27年度採用技術系申込職員数
土木：36名（平成26年度 37名）
建築：32名（平成26年度 17名）
機械：12名

新たな昇格・昇給制度の導入により、効率
的な組織体制の構築を図るとともに、事務
事業の見直し、民間活力の積極的な導入、
再任用制度の運用など、職員定数の適正
化により少数精鋭の組織をめざします。

昇格・昇給制度の見直し 平成24年度にやる気のある職員が早期に
昇格を可能とし、係長試験未受験者の昇
格上限を抑制(5級上限を3級上限に改
正）。

進捗度
（審議会）

進捗上の課題　（ある場合のみ）

21.2

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

具体的な事業 取組状況

市民実感度 48.3

B

時間外手当の削減、特殊勤務手当の見直し等を行いコスト意識を持った業務を遂行
するとともに、平成26年度には第3次定員適正化計画策定、人材育成基本方針の改
定、人事評価制度を全職員に導入するなど、少数精鋭を目指す人材育成型行政改革
をすすめ、概ね計画通りに遂行していると考えられるため。

指標

行政の４年間の主な取組

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

目標値を達成している指
標が多い

市民の役割分担

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

前年度 B
行政で検証した進捗度
についての意見

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   461バリアフリー

4

6

1

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問①

件数 比率

30 6.1% 7.2% 7.2

111 22.7% 26.6% 19.9

177 36.2% 42.3% 21.2

63 12.9% 15.1% 3.8

37 7.6% 8.9% 0.0

59 12.1%

12 2.5%

489 100.0%

418 100.0% 52.0

２ 指標

№

担当課

担当課

幹線道路にお
けるバリアフ
リー化された
歩道延長の割
合（％）

目指す値 実績値

幹線道路におけるバリアフリー化された
歩道延長の割合。
道路や地形的な環境から、実現可能な
値として平成29年度には90％を目指しま
す。

1

この指標について

指標の把握方法（数値の出所）

工事完了分の距離延長・生駒
市道路台帳

奈良県住みよい福祉のまちづく
り条例に基づく届出件数

指標の把握方法（数値の出所）

指標名

H26 H26

83.9

H26

77.2

H26

指標の動向

実績値

52.0

目指す値

総数

有効回答数

わからない

どちらかというとそう思わない

無回答

そう思わない

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

まちづくりの目標 いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

人にやさしい都市環境の整備

バリアフリー

4年後   公共施設や道路等のバリアフリー化が一層進められ、高齢者や障がい者をはじめ、安心して利用できるようになっている。

施策の大綱

そう思う

基本施策

管理
課

得点評価

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞
目標が未達成かつ前年度より悪化

している場合の理由

公共施設や道路等のバリアフリー化が一層進められ、高齢者や障がい者
をはじめ、安心して利用できるようになっている。

全設問の平均

回答

2

110 98

建築
課

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

奈良県住みよい福祉のまちづくり条例に
基づき、商業施設や病院など多くの方が
利用する建築物等のバリアフリー化を促
進することにより、障がい者、高齢者をは
じめとするすべての市民が安全で快適に
利用できる建築物や生活環境の整備を
推進しています。

奈良県住みよ
い福祉のまち
づくり条例に
基づく届出件
数[累計]（件）

83.9 
86.6 

88.5 90.0 

70.3 72.8 
74.7 74.7 77.1 77.2

50

60

70

80

90

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

110

129

148
167

13 
33 

45 
67 

91 

98 

0

50

100

150

200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   461バリアフリー

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

①2

件数 比率

187 37.3% 39.9%

165 32.9% 35.2%

69 13.8% 14.7%

29 5.8% 6.2%

19 3.8% 4.1%

32 6.4%

501 100.0%

469 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 管理課

①2 建築課

①3 営繕課

①4 営繕課

①5 営繕課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

指標
いずれの指標も目標値
に達していない

市民の役割分担 75.2

行政の４年間の主な取組
一部進捗していない取
組がある

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市が新たに整備する施設等においては、す
べての人が利用しやすいユニバーサルデ
ザインの考えを取り入れた施設設計を行う
よう努めます。

ユニバーサルデザインに配
慮した公共施設整備の推
進

庁舎耐震改修設計や（仮称）南こども園新
築設計の際にユニバーサルデザインに配
慮した施設設計を行うよう努めた。

高齢者や障がい者だけでなく、誰もが利用
しやすい施設づくりを目指し、庁舎や学校
施設、保育施設など市の公共建築物をはじ
め、公園などで段差の解消、スロープ、手
すりの設置等バリアフリー化を進めます。

公共施設のバリアフリー化
の推進

庁舎東側のアプローチや桜ヶ丘小学校体
育館のトイレにスロープを設置するよう施
設設計を行った。また、市営緑ヶ丘住宅及
び第２元町住宅の浴室をユニットバスに改
修し、浴槽をまたぎやすい高さにするととも
に、手摺を設置した。

施設管理者と調整のうえ、計画的に実施す
る必要がある。

公共施設において、大きな文字、サインに
よる表示、障がい者等に対応したトイレなど
の設置を進めます。

ユニバーサルデザインに配
慮した公共施設整備の推
進

生駒北スポーツセンターを新たに整備す
る際にサインによる表示や多目的トイレの
設置などに着手した。また、あすか野小学
校、生駒南小学校、桜ヶ丘小学校に多目
的トイレを設置した。

誰もが安全で快適な歩行空間を確保する
ため、計画的に段差の解消等歩道のバリア
フリー化を進めます。

歩道の切下げ、点字ブロッ
ク及び区画線の整備

あすか野南中央線の歩道工事を２箇所
（40m）実施した。
しかし、バリアフリー化された幹線道路沿
いの歩道の割合は、目標としていた83.9%
を下回り、割合 77.2％で未達成

奈良県住みよい福祉のまちづくり条例に基
づき、事業者等への指導・助言を行いま
す。

奈良県住みよい福祉のまち
づくり条例に基づく助言・指
導

不特定かつ多数の人が利用する建築物に
ついて、県条例の整備基準により指導、助
言を行い、安全で快適な生活環境の整備
を図る。

本心の坂が多い特性により、スロープの勾配
等条例に適合させることが困難なものが見ら
れる。

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

十分取り組んでいる

歩道上に自転車や障がいとなるものを放置しない等、歩行者空間を妨げ
ないよう心がけている。

39.9

回答 得点評価

取り組んでいる 26.4

少し取り組んでいる 7.4

あまり取り組んでいない 1.5

全く取り組んでいない 0.0

無回答

総数

75.2

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

前年度 Ｃ

市民実感度 52.0

C

　いずれの指標も目標値に達していないものの、市民の役割分担においては７５点を上回る結果
となっていることから、市民の取組意識は高いと考えられる。行政の４年間の主な取組について
は、公共建築物の改修工事などの際にユニバーサルデザインに配慮した整備を種々推進してお
り、当初設定した指標に達しなかった取組もあるが、これは,幹線道路沿いの歩道のバリアフリー
化事業においては緊急性のある維持補修工事を優先したためで、奈良県住みよい福祉のまちづ
くり条例に基づく届出件数においては建築資材等の高騰によるものではないかと推察され、やむ
を得ないものと考えられる。
　以上より、各々の進捗度を左のように判断するとともに、分野全体としては４年後のまちがそこそ
こ実現されていると判断した。

有効回答数

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   471災害対策

4

7

1

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

31 6.2% 7.8% 7.8 46 9.0% 10.6% 10.6

122 24.4% 30.6% 22.9 95 18.6% 21.9% 16.5

165 32.9% 41.4% 20.7 178 34.8% 41.1% 20.6

61 12.2% 15.3% 3.8 74 14.5% 17.1% 4.3

20 4.0% 5.0% 0.0 40 7.8% 9.2% 0.0

85 17.0% 56 10.9%

17 3.4% 23 4.5%

501 100.0% 512 100.0%

399 100.0% 55.2 433 100.0% 51.9

２ 指標

№

担当課

担当課

35/36
未耐震化：市庁舎

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

実績値

94.4

H26

目指す値

97.2

指標の把握方法（数値の出所）

施策の大綱

基本施策

地域防災体制の充実

災害対策

指標名

災害発生時に安全に避難できる体制が整っている。防災・減災のため、耐震化などの予防対策が進んでいる。

4年後   

53.6

いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

この指標について 指標の動向

災害発生時に安全に避難できる体制が整っている。

防災・減災のため、耐震化などの予防対策が進んでいる。

そう思う

回答 得点評価

まちづくりの目標

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

総数

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

1

建築
課

避難施設の耐
震化率（％）

どちらかというとそう思わない

そう思わない

わからない

総数

そう思わない

無回答

わからない

有効回答数

無回答

全設問の平均

回答 得点評価

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

H26 H26

135 135

H26

目指す値 実績値

有効回答数

2

指標の把握方法（数値の出所）

耐震改修補助交付件数

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

住宅の耐震改修工事の補助制度等を利
用して耐震化された住宅の累計件数。
住宅の所有者が自ら「生命・財産を守る」
ことを基本としつつ、そのための支援とし
て補助制度の利用を促進し、災害に強
い安全な住宅環境の確保を目指します。

避難所36箇所に対する耐震基準を満た
している避難所の割合。
災害時に重要な拠点となる避難施設の
耐震化を、優先的かつ計画的に進めま
す。

改修補助等に
より耐震化した
住宅の件数
［累計］（件）

危機
管理
課

94.4 94.4 94.4 
97.2 

69.6 
72.2 

86.1 
88.9 

91.7 
97.2 

50

60

70

80

90

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

135 
149 

163 
177 

64 74 
89 

106 
121 

135 

50

100

150

200

250

300

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   471災害対策

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

②１

件数 比率

48 9.4% 9.9%

95 18.6% 19.6%

169 33.0% 34.8%

127 24.8% 26.2%

46 9.0% 9.5%

27 5.3%

512 100.0%

485 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 建築課

総務課

スポー
ツ振興
課

①3 管理課

①4 土木課

②1 危機管
理課

②2 危機管
理課

危機管
理課

建築課

土木課

事業計
画課

H26年度は取り組みなし。

・本町谷田１号橋耐震補強工事は、国交
付金の配分が少なく財源不足となったた
め、H27年度に繰り越しした。
・井出山１号橋の耐震補修設計は、完了し
た。

災害発生に備えて、防災拠点に資機材等
を整備します。

避難所等整備事業 市民体育館の耐震改修工事を施工する。
生駒北スポーツセンターは耐震診断の結
果、耐震改修の必要がなかったため、耐震
性のない避難所は市役所のみとなった。
※避難施設耐震化率　平成27年3月末
97.2％

災害情報等の提供について多様な情報伝
達手段を検討し導入を図ります。

災害時情報伝達手段確立
事業

・Jアラート情報の緊急速報メール等による
自動配信を開始した。

平成２７年度に計画改定の実施に向け情
報の収集等を行った。

竜田川流域総合治水対策
事業

治水対策工事3箇所を予定していたが、実
施していない
(平成27年3月)H27年度工事予定の有里
町3池（今池、大池、向池）の測量・設計業
務委託を完了した。

・池の管理者である水利組合との合意形成
が困難である。

・関係機関との協議に時間を要する。
・国の交付金の配分が少なく財源不足となり
進捗が遅れている。

防災・減災啓発事業 ・広島市での土砂災害を受け、9月に土砂
災害警戒区域再確認のための緊急回覧を
実施した。また、10月から11月にかけて、
土砂災害警戒区域内に住む市民に個別
周知のためのチラシをポスティングした。
・壱分町西自治会において、土砂災害を
テーマとした防災訓練を実施し、ワーク
ショップにより防災マップを作成した。

生駒市耐震改修促進計画
の推進

河川等の適正な維持管理及び水防倉庫の
資機材管理等の水防対策を行います。

調整池浚渫事業 平成26年度に生駒市で管理している３箇
所の調整池について土砂の浚渫及び草
刈、伐採を行った。

市庁舎耐震改修事業 庁舎耐震改修工事、老朽化した設備改修
工事等大規模改修工事に伴う実施設計を
計画通り完了した。

耐震診断に基づき市庁舎及び市民体育館
の適切な改修を実施します。

改修補助等により耐震化した住宅の件数
14件
累計135件

市民体育館耐震改修事業 耐震工事を予定どおり平成27年3月末まで
に完了した。

行政の４年間の主な取組

①2

具体的な事業

②3

取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

市民や建築物の所有者が耐震診断や耐震
改修に踏み出せるよう、耐震診断・改修補
助事業を継続するとともに、一般的な相談、
建築物に関する専門的な相談を継続して
実施します。

各種耐震診断・改修補助
事業

大和川流域総合治水対策事業として、ため
池治水利用施設の整備を行います。

避難計画の作成を支援するため、総合防
災マップ等を用いて危険箇所についての
的確な情報提供に努めます。

橋梁耐震化事業

取り組んでいる

回答

災害時に迅速に避難できるように、非常持ち出し品の準備や避難経路を
確認するなど、日ごろから心がけている。

十分取り組んでいる

全く取り組んでいない

得点評価

6.5あまり取り組んでいない

少し取り組んでいる

14.7

9.9

17.4

0.0

総数

無回答

災害時の緊急車両や救援物資の輸送路と
して位置づけられている緊急輸送道路上の
橋梁について、優先的に耐震化を実施す
ることで、災害時の通行機能を確保します。

②4

有効回答数 48.6

［資料１］
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②5 危機管
理課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

各項目の進捗度

B

「災害発生時に安全に避難できる体制」を確保するために、Jアラート自動機動装置の導
入等、情報提供の多様化・多重化を進めるとともに、土砂災害警戒区域の周知徹底など
の啓発活動を行っているものの、市民実感度及び市民の役割分担は50%を下回ってお
り、より市民に実感として伝わる施策の実施が課題となっている。しかし、すべての指標
が目標値を上回っており、４年後の町の姿として目指す「防災･減災のため、耐震化など
の予防対策が進んでいるまち」に対する取り組みは順調に進んでいることから、4年後の
まちが概ね実現されていると判断した。

指標

一部進捗していない取
組がある

行政の４年間の主な取組

全ての指標が目標値を
達成している

地域防災計画を見直し、広域的な連携体
制を含め、大規模災害発生時に迅速に対
応できる体制を整えます。

・7月に基本方針を決定した。
・11月に災害対策本部運用訓練を実施
し、現行計画の課題を整理した。
・関係資料の収集・整理と並行し平成27年
3月に検討素案を作成した。

市民の役割分担 48.6

分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 48.6

行政で検証した進捗度
についての意見

前年度 Ｂ

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

地域防災計画改定事業

［資料１］
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4

7

2

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

33 6.7% 8.0% 8.0 30 6.0% 7.0% 7.0

123 25.2% 30.0% 22.5 130 25.9% 30.2% 22.6

164 33.5% 40.0% 20.0 181 36.1% 42.0% 21.0

55 11.2% 13.4% 3.4 66 13.2% 15.3% 3.8

35 7.2% 8.5% 0.0 24 4.8% 5.6% 0.0

62 12.7% 54 10.8%

17 3.5% 16 3.2%

489 100.0% 501 100.0%

410 100.0% 53.9 431 100.0% 54.4

２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

防災・減災に対する意識が高まり、各家庭で災害への備えに取り組んでいる。

有効回答数

全設問の平均 54.2

市全体の世帯数に対する自主防災会の
ある地域の世帯数の割合。
生駒市地震防災対策アクションプログラ
ムの目標値（平成24年　７6％）を踏まえ、
地域での災害に対する即応力を高める
ため、自主防災組織の設置を促進しま
す。

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

指標名

1

そう思わない

わからない

そう思わない

わからない

無回答 無回答

自主防災組織
の組織率（％）

危機
管理
課

総数 総数

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

目指す値

91.66

目指す値

H26

指標の把握方法（数値の出所）

H26

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

この指標について

地域防災体制の充実

得点評価

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

自主防災

指標の動向

有効回答数

目指す値 実績値

94.5

2

100

H26

88.9

指標の把握方法（数値の出所）

実績値
年1回以上、主体的に災害対応訓練を
実施している自主防災会の割合。
生駒市地震防災対策アクションプログラ
ムの目標値（平成24年　100％）を踏ま
え、全自主防災会が災害等の対応訓練
を実施していることを目指します。

自主防災組織
が主体となっ
た災害対応訓
練の実施率
（％）

家庭内備蓄や家具転倒防止等、災害時
に対して何らかの備えを行っている家庭
の割合。
平成23年度実施の「たけまるモニター」
で47.4％であったのを踏まえ75％の実施
率を目指します。

家庭内備蓄や
家具転倒防止
等の家庭での
実施率（％）

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

2

61.2 79.5

指標の把握方法（数値の出所）

たけまるモニター

危機
管理
課

実績値

地域で自主防災会の結成が進み、防災訓練の実施が活発になっている。
4年後   

地域で自主防災会の結成が進み、防災訓練の実施が活発になっている。

回答

防災・減災に対する意識が高まり、各家庭で災害への備えに取り組んで
いる。

回答

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

生駒市自主防災会認定通知

自主防災会訓練等報告書

H26

得点評価

そう思う

どちらとも言えない

H26 H26

危機
管理
課

91.66
94.44

97.22
100

62.9

80.9 
84.2 86.1 

90.1 94.5

 50

 60

 70

 80

 90

 100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

100 100 100 100

75.0 72.7
78.7

100

87.8 

88.9

 30

 40

 50

 60

 70

 80

 90

 100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

56.6 
61.2

65.8
70.4

75.0 

47.4

79.5

 40

 50

 60

 70

 80

 90

 100

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

［資料１］
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

②１

件数 比率

52 10.6% 10.9%

99 20.2% 20.8%

168 34.4% 35.2%

115 23.5% 24.1%

43 8.8% 9.0%

12 2.5%

489 100.0%

477 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 危機管
理課

①2 危機管
理課

①3 危機管
理課

②1 危機管
理課

②2 危機管
理課

②3 危機管
理課

行政の４年間の主な取組

災害時徒歩帰宅訓練を実施します。 災害時徒歩帰宅訓練の実
施

各種市民団体等による訓練を支援します。

自主防災会、事業者等、複数の団体が連
携できる防災訓練を実施します。

防災・減災啓発事業

・11月に大東市、四條畷市、奈良市ととも
に帰宅困難者訓練を実施した。

50.1

自主防災会活動促進事業 自主防災会、自治会、サークルなど各種
市民団体が実施する災害対応訓練の支援
を行う。

99自主防災会中88自主防災会が訓練を
実施。実施率88.9％

小学校区での訓練やシェイクアウト訓練と
いった参加しやすい環境を整えたが協力が
得られなかった。

自主防災会活動促進事業

総数

無回答

有効回答数

具体的な事業 取組状況

0.0

6.0

進捗上の課題　（ある場合のみ）

自主防災会の結成を促進し活動の活性化
を図るための支援を行います。

自主防災会活動促進事業 ①自主防災会が結成されていない19自治
会に対して、結成の促進を図るため、助
言・指導を行う。平成27年3月末　自主防
災会組織率　94.5％
②自主防災会活動補助金を活用するよう
に周知するとともに訓練等の指導、助言及
び支援を行う。資機材等新規整備補助6
件、資機材等更新追加整備補助11件、活
動推進補助23件

十分取り組んでいる

防災に対する意識を持ち、食料や飲料水、燃料などの非常持ち出し品を
準備するなど、災害への備えを行っている。

回答 得点評価

10.9

あまり取り組んでいない

15.6

17.6

防災グッズ展の開催や出前講座等におい
て防災用品の紹介等を行い、各家庭での
家具の転倒防止や家庭内備蓄を推進す
る。
平成27年3月に実施したたけまるモニター
によると、何らかの地震対策を行っている
家庭が79.5％あった。

防災・減災啓発事業

・11月に生駒南第二小学校において、自
主防災会、自治会、民生･児童委員、学
校、PTAによる防災訓練を実施した。
・1月に壱分小学校において、民生・児童
委員、自治会、自主防災会、学校、PTA、
消防団による防災訓練を実施した。
・3月に壱分町西自治会において、自治
会、生駒警察署、消防団、奈良県による土
砂災害防災訓練を実施した。

少し取り組んでいる

全く取り組んでいない

取り組んでいる

防災用品の紹介等を行い、各家庭での家
具の転倒防止策や家庭内備蓄を推進しま
す。

住民・地域向けのパンフレットや各種ハ
ザードマップの作成、広報紙・ホームページ
の活用、防災訓練、出前講座による防災教
育など様々な方法で、防災に関する情報を
提供し、市民の防災意識の醸成を図るため
の啓発活動を行います。

・自主防だよりを1回以上発行し、市内全自
治会に回覧。平成27年3月15日に発行し
た。
・市広報紙6月15日号で大雨についての注
意喚起、12月15日号で帰宅困難対策、1
月合併号では子どもを持つ家庭の視点か
らの地震対策についての特集記事を掲載
した。
・自主防災会や自治会からの依頼により、
職員を講師として派遣し、自主防災会の結
成促進と市民への防災知識・技術の普
及、防災意識の高揚に努めた。派遣回数
32回。

［資料１］
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５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

自主防災会の結成率は順調に上昇し、家庭でも何らかの防災対策が行われている。ま
た、訓練実施率も目標に達していないものの徐々に上昇している。以上のことから、4年
後のまちが概ね実現されてきていると判断した。

前年度

市民実感度 54.2

B

市民の役割分担 50.1

Ｂ

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

指標
目標値を達成している
指標が多い

分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由各項目の進捗度

［資料１］
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4

7

3

①

②

③

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

35 6.8% 8.1% 8.1 39 8.0% 10.1% 10.1

105 20.5% 24.4% 18.3 109 22.3% 28.3% 21.2

172 33.6% 40.0% 20.0 179 36.6% 46.5% 23.2

70 13.7% 16.3% 4.1 35 7.2% 9.1% 2.3

48 9.4% 11.2% 0.0 23 4.7% 6.0% 0.0

59 11.5% 87 17.8% 22.6%

23 4.5% 17 3.5% 4.4%

512 100.0% 489 100.0%

430 100.0% 50.5 385 100.0% 56.9

設問③

件数 比率

27 5.4% 7.6% 7.6

92 18.4% 26.0% 19.5

156 31.1% 44.1% 22.0

52 10.4% 14.7% 3.7

27 5.4% 7.6% 0.0

131 26.1%

16 3.2%

501 100.0%

354 100.0% 52.8

地域防災体制の充実

得点評価

そう思う

得点評価

そう思う

市民に火災予防の意識が浸透し、各自が防火対策を行っている。

市民に火災予防の意識が浸透し、各自が防火対策を行っている。 消防力が強化され、消火、救急体制の整備が進んでいる。

救急現場に居合わせた人が、救命処置を実施することにより、救命率が向上している。

回答

いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

消防

消防力が強化され、消火、救急体制の整備が進んでいる。

無回答

回答

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

総数

有効回答数

総数

有効回答数

どちらかというとそう思わない

わからない

無回答

そう思わない

総数

そう思わない

わからない

有効回答数

全設問の平均 53.4

どちらとも言えない

無回答

得点評価

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思わない

4年後   

そう思わない

わからない

救急現場に居合わせた人が、救命処置を実施することにより、救命率が
向上している。

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

回答
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２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

①2

件数 比率

225 44.9% 47.6%

112 22.4% 23.7%

49 9.8% 10.4%

40 8.0% 8.5%

47 9.4% 9.9%

28 5.6%

501 100.0%

473 100.0%

3

取り組んでいる

回答

消防
署

無回答

全く取り組んでいない 0.0

あまり取り組んでいない 2.1

5.2

総数

少し取り組んでいる

十分取り組んでいる 47.6

17.8

指標の把握方法（数値の出所）

普通救命講習事務（年度集計）

住宅用火災警報器を設置している。

2,640 2,760

H26

指標の動向

20

実績値

H26

H26

目指す値

0

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

H26

2

この指標について

予防
課

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

得点評価

有効回答数

1

予防
課

指標名

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

実績値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

72.6

年間延焼棟数
（件）

年間火災発生
件数（件）

H26

指標の把握方法（数値の出所）

火災調査事務（暦年集計）

H26

目指す値

27

目指す値

実績値

指標の把握方法（数値の出所）

火災調査事務（暦年集計）

0

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

建物のほか、林野や車両などの火災発
生件数。（年単位）
防火意識の啓発などにより過去5年間
（平成20～24年）の平均発生件数（31
件）より少なくなることを目指します。

火災における延焼（出火元以外へ火が
燃え広がること）した棟数。（年単位）
速やかな消火活動により、延焼させない
ことを目指します。

市が実施する普通救命講習の受講者
数。
救命率の向上を図るためには、救急現
場に居合わせた人による救命処置が重
要となります。市民の方々に救命手当の
仕方を身につけてもらえるよう、救命講
習会への参加を促進し、受講者数の増
加を目指します。

普通救命講習
の受講者数
（人）

27

27 26 2524

40

33

25 27

20

0

10

20

30

40

50

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

2,640 2,660 2,680 2,700 
2,337 2,361 

2,014 

2,302 
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４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 予防課

①2 予防課

①3 予防課

予防課

消防署

②1 消防署

予防課

消防署

②3 警防課

②4 消防署

②5 警防課

２６年度立入検査計画に基づき防火対象
物及び危険物施設に立入検査を実施し
た。
また、違反施設に対して、是正指導を行っ
た。
防火対象物査察実施状況
年間査察計画数：801対象物
・消防署：774件
・予防課：47件
合計821件実施した。

危険物施設査察実施状況
年間査察計画数：101対象物
・消防署56件
・予防課46件
合計102件実施した。
（予防課・消防署共同で実施）

立入検査事業所や店舗等へ立入検査を行い、火災
予防上不備な点や危険箇所を改修するよ
う指導します。

②2

一人暮らし高齢者宅防火
訪問

一人暮らしの高齢者宅を防火訪問し、火災
予防活動を推進します。

①4

・秋の火災予防運動中の11月10日に生駒
駅南側商店街（ぴっくり通り）において、エ
ンゼル幼稚園の鼓笛演奏のもと、各種防
火団体54名が参加し、市民約600名に対し
て街頭防火広報を実施した。
・春の火災予防運動中の3月4日にベルス
テージにおいて、奈良佐保短大付属生駒
幼稚園の鼓笛演奏のもと、各種防火団体
約120名が参加し、市民約1,500名に対し
て街頭防火広報を実施した
・「歳末防火餅つき大会（３回）」及び小学
生を対象とした「火災予防ポスターコン
クール」を実施することにより、啓発を行っ
た。

震災の対応強化や延焼火災の防止を図る
ため、震災及び火災対応の図上訓練と消
防資機材を活用した現場活動訓練につい
て、年間目標：720回に対し1,005回実施し
た。

防火指導や防災訓練に、地域の自治会や
事業所等の積極的な参加を促進します。

防火・防災訓練促進及び
指導

住宅用火災警報器について、消防ホーム
ページ及び広報紙による普及啓発や、一
人暮らし高齢者宅及び一般家庭に対して
防火訪問を実施し、未設置世帯への設置
の促進を図ります。

防火訪問等による住宅用
火災警報器設置促進

秋、春の火災予防運動中に一般家庭防火
訪問及び、一人暮らし高齢者宅防火訪問
（年中実施）において、調査数2,595件中、
住宅用火災警報器の設置件数2131設置
率は82.1％であり、目標であった抽出調査
による設置率80％以上を達成した。
又住宅用火災警報器のバッテリーの管理
の指導も行った。

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

消火、救急及び救助活動に使用する消防
車両等の機械器具の整備や維持管理を行
います。

消防車両・消防機械器具
の整備

平成26年4月の新北分署（旧北分署・鹿ノ
台分署を統合）の開設に伴い、北地区の
救急体制の充実強化を図るため救急車1
台増車し、2台配備とした。

自治会・自主防災会及び事業所における
訓練を179件実施した。

多種多様な災害に対応できるよう消防活動
訓練の強化を行います。

・高齢化の推進に伴う調査対象者の増加に
対する対応に苦慮する。
・民生委員の調査時期と重複する場合の調
査対象者への十分な説明と調整が課題とな
る。

当初計画していた訪問人数1,769人に対
し、事前聞取り調査を実施した結果、調査
対象外485人、拒否114人が該当し、残り
の訪問調査対象者1,170人に対し、全て実
施した。
又年度途中に民生委員から追加依頼が
あった22名についても全て実施した。
（予防課・消防署共同で実施）

消防活動訓練の強化

消防水利（消火栓、防火水槽など）を常時
使用可能となるよう管理を行います。

消防水利の管理 市内にある全消防水利（消火栓2,849個、
自然水利674個、格納箱29個）を、年間2
回以上調査し適正に維持管理した。

広域的な災害に対応するため、近隣市町
村と連携し、迅速かつ集中的な指令業務を
行うため、奈良市と共同運用の整備を行い
ます。

通信指令業務共同化事業 当初、整備工事だけの入札を予定してい
たが、機器の保守業務を含めたため、契
約締結が遅延した。
　しかし、平成２７年３月には当初の予定の
とおり、平成２７年度中に整備工事が完了
する内容の契約を締結した。

出火防止、防火指導の強化や火災予防広
報、防火意識の啓発を推進します。

火災予防運動・防火広報
活動

［資料１］
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②6 消防総
務課

③1 消防署

③2 警防課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

行政で検証した進捗度
についての意見

前年度 B

進捗度
（審議会）

消防団活動の充実を図るため、消防学校
等の団員研修の受講や各種訓練へ積極的
に参加します。

消防団活動の充実強化 ・県消防学校入校者 10名
(基礎教育6名、機関科2名、初級幹部科1
名、指揮幹部科1名)
・消防操法訓練(市大会・県大会を含む)延
べ45回 ※自主訓練を除く
・各分団の自主訓練（機械器具点検含む）
100回 延べ1,987名
・市、消防署、消防団合同の「市水防工法
訓練」(5月) 68名
・高山溜池にて長距離放水演習による「消
防署･消防団教養訓練」（北和ﾌﾞﾛｯｸ合同
訓練を兼ねる）(12月) 96名
・｢山びこﾈｯﾄﾜｰｸ(壱分小学校区組織連合
体)防災訓練」(1月) 18名
・奈良市消防団･DMAT･DPAT合同訓練(2
月) 12名
・東大阪市との大規模林野火災演習によ
る「消防署消防団合同統括訓練」(2月) 98
名
・｢市・県・自治会等による土砂災害防災訓
練」(3月) 15名

・多くの人員を参加させるため研修・訓練等
の日程調整に苦慮する。

市民の方々に救命手当の仕方を身につけ
てもらえるよう、救命講習会を実施します。

救命講習会 AED取扱方法を含む普通救命講習等の
実施や啓発活動で市民の救命に対する
意識を高め、救命率の向上を図る。
　当初計画していた普通救命講習等受講
者数2,640名に対し、2,760名実施した。

救急体制の充実強化と、救急救命士の養
成や処置範囲拡大に対応する研修及び再
教育を行うとともに、医療機関との連携をさ
らに深め、高度な救命処置の実施による救
命率の向上を図り、救急業務高度化を推進
します。

救急業務の高度化 救急救命士の処置習熟、処置範囲拡大に
対応するため病院実習等を実施した。

実施内容
・気管挿管認定：2名
・ﾋﾞﾃﾞｵ喉頭鏡気管挿管認定：1名
・気管挿管再教育：2名
・救命士生涯教育：23名
・追加2項目処置認定：6名

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

　指標の全てが目標値を達成しているが、火災の発生は様々な要素が重なり合い生じ
るもので、一概に取り組みにおける成果を判断できない。
　市民の実感度は、どの項目も50点を上回り一定程度取り組まれている。また、市民の
役割分担も70点を上回るなど、取り組み意識は高いものと考慮する。
　しかし、一人暮らし高齢者宅防火訪問の事業については、年々高齢化に伴う対象者
の増加により、実施が困難な状況にある。 今後、市民には更なる火災予防意識の浸透
と、救命率向上のための普及啓発活動を図っていく必要がある。以上より「Ｃ：4年後のま
ちがそこそこ実現されている」と判断した ※27年1月～3月までの火災件数は14件であ
り、火災予防特別対策事業を実施している。

指標
全ての指標が目標値を
達成している

市民の役割分担 72.6

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

市民実感度 53.4

C

［資料１］



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   481交通安全

4

8

1

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問①

件数 比率

47 9.2% 10.3% 10.3

107 20.9% 23.4% 17.5

163 31.8% 35.6% 17.8

81 15.8% 17.7% 4.4

60 11.7% 13.1% 0.0

33 6.4%

21 4.1%

512 100.0%

458 100.0% 50.0

２ 指標

№

担当課

担当課

5,396

H26

生活
安全
課

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

全設問の平均

実績値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

1

H26

市内の保育園・幼稚園・小学校等で実施
する交通安全教室への参加者数。
平成25年度には市内すべての保育園・
幼稚園・小学校で、交通安全教室を実
施することを目指します。

交通安全教室
の参加人数
（人）

交通事故の発
生件数（件）

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

4年後   歩行者も交通用具利用者もみんなが、交通ルール・交通マナーを守る意識が高まり、安全に道路が利用されている。

2

回答

いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

歩行者も交通用具利用者もみんなが、交通ルール・交通マナーを守る意
識が高まり、安全に道路が利用されている。

生活
安全
課

生活の安全の確保

交通安全

得点評価

指標名 指標の動向

目指す値

指標の把握方法（数値の出所）

そう思う

どちらかというとそう思う

2,611

どちらかというとそう思わない

そう思わない

どちらとも言えない

無回答

総数

わからない

有効回答数

この指標について

50.0

人身事故及び物損事故の年間の発生件
数。
本市の交通事故発生件数は、類似団体
の中でも低い水準にあることから、引き続
き交通安全に関する啓発や交通安全施
設の整備等により、現在の水準以下とな
ることを目指します。

生駒警察署

指標の把握方法（数値の出所）

生活安全課にて参加人数を計
数

H26

H26

目指す値

5,704

実績値

2,696

2,611 2,586 2,562 2,538 

2,538 

2,383 

2,822 

2,659 
2,715 2,696 

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

5,396 5,431 5,465 
5,500 

4,251 

4,651 

5,361 5,327 

5,018 

5,704 

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

①1

件数 比率

308 60.2% 63.0%

144 28.1% 29.4%

27 5.3% 5.5%

6 1.2% 1.2%

4 0.8% 0.8%

23 4.5%

512 100.0%

489 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 生活安
全課

①2 生活安
全課

①3 生活安
全課

①4 生活安
全課

①5 生活安
全課

①6 生活安
全課

①7 生活安
全課

①8 土木課

教育総
務課

生活安
全課

土木課

事業計
画課

交通ルール、交通マナーを守っている。

全く取り組んでいない

十分取り組んでいる

あまり取り組んでいない

回答 得点評価

高齢者の交通安全意識の高揚を図り、高齢
者の交通安全の模範となるシルバーリー
ダーを委嘱するとともに、高齢者自転車大
会を開催します。

高齢者交通安全推進事業 高齢者の交通安全意識の高揚を図るた
め、シルバーリーダー62人を委嘱するとと
もに、高齢者自転車大会を開催した。

63.0

2.8

総数

0.3

取り組んでいる 22.1

有効回答数

無回答

少し取り組んでいる

88.1

0.0

迷惑駐車を防止するため、警察署等の関
係機関と連携して、取り締まりの強化を
行っている。

生駒・東生駒駅周辺を違法駐車等防止重
点地域に指定し、交通指導員による巡回・
啓発活動を行います。

重点地域違法駐車防止事
業

交通指導員による巡回・啓発活を実施して
いる。

対応策については、平成２７年度決定危険箇所56箇所を把握
（平成27年3月）

交通事故が多発する交差点や危険箇所を
把握し、信号機や横断歩道などの設置、
ゾーン30の指定を関係機関に要望します。

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

広報紙・ホームページによる啓発、交通安
全運動等を実施し、交通安全の啓発に努
めます。

交通安全啓発事業 事故発生件数を減らすことを目標とした。
交通事故の発生件数　2,696件
（平成27年3月）
物損事故件数は約9%減少し、死者数はゼ
ロを継続

保育園・幼稚園・小中学校において、交通
指導員による交通安全教室を行います。

交通安全教室の開催 交通安全教室の参加人数
5,704人
（平成27年3月）

生駒駅・東生駒駅・白庭台駅・学研北生駒
駅周辺を自転車等放置禁止区域に指定
し、放置自転車等の撤去を重点的に行いま
す。

放置自転車撤去事業 自転車等放置禁止域については、毎月定
例及び随時による放置自転車の撤去を重
点的に行っている。

不法・迷惑駐車・駐輪を防止するため、地
域や関係機関と連携して啓発を行います。

不法・迷惑駐車・駐輪防止
事業

交通危険箇所の把握 近鉄東生駒駅南側住宅地をゾーン指定
し、周知・啓発の実施
（平成27年1月）

カーブミラー、ガードレール等の交通安全
施設を整備・管理します。

交通安全施設整備事業 地元自治会からの要望に基づき、市道の
危険な場所に安全対策として交通安全施
設を設置する。また、既設交通安全施設に
対しても毎年、施設点検を行い、安全の確
保を図る。
カーブミラー新設36基、ガードレール新設
90ｍ、区画線設置3231mを実施した。

・交通安全対策における地元要望が急増し
ている。特に経年劣化による区画線等の引
き直し要望が増加し、予算が逼迫している。

小学校から報告のあった新規危険箇所11
箇所について調査し、対応策を決定した。

通学路安全対策事業教育委員会、道路管理者、各学校、ＰＴＡ
（育友会）及び警察において通学路の合同
点検を毎年実施し、対策箇所と対策状況に
ついて公表します。

①9

・他工事の計画関連のため施工時期が遅
れる場合がある。
・関係機関との協議に時間を要する。

・対策工事は当初１３箇所を目標としてい
たが、平成２６年度中に完了させたのは９
箇所であった
・7月に危険箇所の調査・点検を実施した
・市HPで小学校ごとの対策箇所、内容を
公表し、進捗状況を適宜更新した。

［資料１］
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５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

C前年度

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 50.0

C

交通安全運動や交通安全教室を通して、市民一人ひとりが交通ルールを意識してるま
ちが実現されている。
現状では、市民一人ひとりは、意識的には交通ルールを守らなければいけないと思って
いることが伺えるが、客観的には行動が伴っていないと捉えている傾向があるため。

指標
一部目標値に達してい
ない指標がある

市民の役割分担 88.1

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

［資料１］
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4

8

2

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

36 7.4% 8.7% 8.7 20 4.0% 5.5% 5.5

108 22.1% 26.2% 19.6 85 17.0% 23.4% 17.6

173 35.4% 41.9% 20.9 184 36.7% 50.7% 25.3

63 12.9% 15.3% 3.8 57 11.4% 15.7% 3.9

33 6.7% 8.0% 0.0 17 3.4% 4.7% 0.0

60 12.3% 122 24.4%

16 3.3% 16 3.2%

489 100.0% 501 100.0%

413 100.0% 53.1 363 100.0% 52.3

２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

生駒警察署において強盗や傷害、詐欺
などの刑法犯罪の発生があったと認め
た件数。
本市の刑事犯罪発生件数は、類似団体
の中でも低い水準にあることから、引き
続き防犯に対する啓発や警察等関係機
関との連携により、現在の水準以下とな
ることを目指します。【生駒警察署（暦年
件数）】

市が保育園・幼稚園・小学校へ出向い
て、子どもたち、保護者及び先生を対象
に実施する防犯教室の参加人数。
安全意識の高揚を図るため、過去に実
施した実績を踏まえて、参加人数の増
加を目指します。

「市民満足度調査」における一般市民の
消費者保護対策に対する満足度を、平
成２９年度には５０点を目指します。

消費者相談な
どの消費者保
護対策の満足
度（点）

出前防犯教室
の参加人数
（人）

刑法犯罪発生
件数（件）

指標の把握方法（数値の出所）

生駒警察署ホームページ刑法犯
罪発生件数

52.7

指標の把握方法（数値の出所）

生活安全課にて参加人数を計数

指標の把握方法（数値の出所）

全設問の平均

回答

防犯意識が高まり、地域内のコミュニケーションが活発で互いの助け合い
が広がっている。

市民の消費生活に関する意識・知識が高まり、消費者トラブルにも適切に
対応できている。

生活
安全
課

総数

有効回答数

わからない

無回答

生活
安全
課・消
費生
活セン

630

生活
安全
課

市民満足度調査

3

2

H26

回答

有効回答数

無回答

総数

どちらかというとそう思わない

そう思わない

どちらかというとそう思わない

そう思わない

わからない

どちらとも言えない

そう思う

この指標について

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

目指す値1

そう思う

生活の安全の確保

防犯・消費者保護

いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち

605

どちらかというとそう思う

得点評価

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

指標名 指標の動向

48.9

得点評価

8,200

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

実績値目指す値

48.2

H26

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞

8,287

H26

4年後   
防犯意識が高まり、地域内のコミュニケーションが活発で互いの助け合いが広がっている。

市民の消費生活に関する意識・知識が高まり、消費者トラブルにも適切に対応できている。

目指す値

H26

実績値

実績値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

H26 H26

630
620

610

600

918

906

775

651

730

605
500

600

700

800

900

1,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

8,200 

8,300 

8,400 

8,500 

6,774 

8,251 

7,178 

7,958 

8,762 

8,287 

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

48.9 
50.0 

47.0 47.3 

48.2

45

47

49

51

53

55

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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活セン
ター

＜外的要因の有無：ヮ有　ヮ無＞目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

［資料１］
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２７年６月実施】

①2

件数 比率

97 19.8% 20.4%

137 28.0% 28.8%

164 33.5% 34.5%

55 11.2% 11.6%

23 4.7% 4.8%

13 2.7% 2.7%

489 100.0%

476 102.7%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 生活安
全課

①2 生活安
全課

①3 生活安
全課

①4 生活安
全課

①5 生活安
全課

①6 生活安
全課

①7 生活安
全課

②1 消費生
活セン
ター

②2 消費生
活セン
ター

②3 消費生
活セン
ター

消費者保護条例に基づき、市民の意見等
を反映した消費者施策を実施します。

施策実施事業 消費生活審議会を年1回開催し、市民から
の公募による委員2名に就任いただき、市
民目線での意見を消費生活施策に反映さ
せている。

具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

消費生活センターのホームページの充実
を図ります。

情報提供事業 毎月1回、消費生活Q＆Aとして、広報紙
に掲載する記事をホームページにも掲載
し、身近な消費者問題の未然の防止に努
めている。

地域による自主防犯の活動・連携を支援・
促進します。

自主防犯活動支援・促進
事業

防犯教室実施事業

防犯グッズ、こども110番の旗の貸出しや
防犯ハンドブック等による啓発活動を実施
する。
刑法犯罪発生件数
605件
（平成27年3月）

行政の４年間の主な取組

17.2

関係団体と協力して防犯協議会の活動を
支援します。

防犯協議会支援事業 警察等の関係団体と連携して、防犯協議
会の活動を推進している。

関係団体と協力して暴力排除推進協議会
の活動を推進します。

暴力排除推進協議会推進
事業

警察等の関係団体と連携して、暴力排除
推進協議会の活動を推進している。

家庭・地域・学校と連携した防犯教育を行
います。

幼稚園、保育園及び学校等と連携を図
り、防犯教室を行っている。

子どもが犯罪に巻き込まれないよう「こども
１１０番の家」の設置を推進します。

こども110番の家推進事業 こども110番の旗を要望がある自治会・事
業者へ配布している。

地域で消費生活に関するトラブルを解決で
きるよう、地域ボランティア養成講座を開催
します。

ボランティア養成事業 H26年度から、従来実施していたボラン
ティア養成講座に代えて、新たに「消費生
活くらしのサポーター」養成講座を開催
し、消費者トラブルを抱える市民と消費生
活センターをつなぐサポーターの育成に
取り組み、現在約10名のサポーターが活
動している。各講座の開催
11回（平成27年3月）

出前講座の開催依頼が少なかった。

出前防犯教室を実施し、意識啓発や情報
提供を行います。

出前防犯教室実施事業 幼稚園・保育園・小学校の園児・児童・保
護者・職員を対象とした、出前防犯教室の
参加人数
8,287人
（平成27年3月）

取り組んでいる 21.6

警察などの関係機関との連携による活動を
行います。

警察との連携活動 警察などの関係機関との連携により、犯罪
などの情報を市民に提供している。

全く取り組んでいない 0.0

62.1

総数

あまり取り組んでいない 2.9

無回答

有効回答数

防犯意識を高め、戸締りを徹底し、外出時の声掛けを行っている。

回答 得点評価

少し取り組んでいる

十分取り組んでいる 20.4

［資料１］
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②4 消費生
活セン
ター

②5 消費生
活セン
ター

②6 消費生
活セン
ター

②7 消費生
活セン
ター

②8 消費生
活セン
ター

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

62.1

行政の４年間の主な取組
一部進捗していない取
組がある

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがそこそこ実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 52.7

C

防犯カメラ設置事業を行うことにより、自治会において、防犯意識は高くり、防犯カメラの
設置や見守り、声かけ運動等を実施されることにより、徐々にではあるが浸透してきてい
る。
また、独自で防犯カメラを設置している自治会も増加傾向である。
なお、アンケートでは市の特性である隣人との付き合い、コミュニケーションがとりにくいこ
とから、鈍化傾向となっている。

指標
一部目標値に達してい
ない指標がある

市民の役割分担

消費者保護条例に基づき、事業者に対し
て適切な指導を行います。

不当取引行為是正事業 通常の相談業務の中で、消費者保護条例
に違反する事業者の情報（例えば、訪問
販売お断りステッカーを貼付している家庭
への訪問など）が入れば、その都度事業
者に対して適切な指導に努めている。

教育委員会並びに関係機関と連携を図り
消費者教育を推進します。

消費者教育推進事業 若年層における消費者問題の啓発のた
め、小・中学校における出前講座をH26年
度においては3回実施し、特に携帯電話
やスマートフォンなどにおけるワンクリック
詐欺などの未然防止に努めた。

通常の相談業務で不明な点などがあれ
ば、国民生活センターへ問合せアドバイス
を受けたり、また消費者が持ち込んだ商品
の検査として商品テストなどにおいても、
国民生活センターや県の消費生活セン
ターを活用し、問題解決に向けた連携を
図っている。

多重債務者の生活再建支援のため、関係
機関や弁護士会・司法書士会との連携強
化を図ります。

生活再建支援事業 H25年度までは、通常の相談業務以外に
夜間において、月2回、弁護士会・司法書
士会との連携で、多重債務相談を開催し
ていたが、年間の相談件数の減少などに
より廃止した。
H26年度は奈良県の無料法律相談などを
紹介している。

消費者保護施策の充実を図るため国、県、
国民生活センターなどの関係機関との連
携強化を図ります。

消費者施策充実事業

消費生活に関する相談がしやすく、開かれ
た相談窓口となるよう努めます。

相談事業 H26年度下半期から、月3回、消費生活巡
回相談として、相談員が図書会館、北コ
ミュニティセンター、南コミュニティセンター
に出張相談を実施し、各地域の方々に気
軽に相談を受けていただく環境の整備に
努めている。

Ｂ
行政で検証した進捗度
についての意見

進捗度
（審議会）

前年度

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

［資料１］


